
学校運営協議会 会議実施報告書 

 

 このことについて、「岐阜県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則」第８条第１

項に基づき、次のとおり学校運営協議会を開催しましたので、その概要について報告します。 

 

 

１ 会 議 名  東濃フロンティア高等学校 学校運営協議会 （第１回）        

 

２ 開催日時  令和８年 ５月１９日（火） １３：３０～１５：３０ 

 

３ 開催場所  東濃フロンティア高等学校 会議室 

        開催にあたり、委員による授業参観を実施した 

       

４ 参 加 者  会  長  山田  利彦    泉西公民館 館長 

                副 会 長     山下  広美    土岐市保護区保護司会 

                委  員    三浦  直之   東濃鉄道（株）多治見営業所助役（欠席） 

                            安藤  成義    泉町河合副区長 

                            神野  理恵    育友会副会長 

              北村 真須美  NPO 法人 Earth as Mother 岐阜 いくるばとき 支援員  

              長江 恵理子  ホリークロスセンター 相談支援専門員 

 

学 校 側    吉村  智典    校長 

                         田口   稔    副校長 

               松本  義一  教頭 （欠席）   

                            青木  鳴正   事務部長 

              岩川 光一郎  教務主任 

              髙木 健太郎  生徒指導主事 

              林   大司  進路指導主事 

                                                    

５ 会議の概要（協議事項） 

（１） 本校の概要について 

（２） 学校運営協議会について 

（３） 教育指導の重点及び学校運営計画について 

・教務部重点目標 

・生徒指導部重点目標 

・進路指導部重点目標  

 

意見１：新入生からタブレット端末が個人購入となったが、家庭の負担はどのように  

なっているか。         

⇒ タブレット購入代は約６万円程度である。就学支援金により授業料分は支

援されるが、家庭の負担は増加している。本校では、卒業後も継続して活用

できるよう、性能や耐用年数を考慮した機種を採用している。 



 

意見２：進学者が増加しているが、今後も同様の傾向となるか。         

⇒ 一概には言えないが、進学支援の充実により進学志向の高まりが見られる。 

 

     意見３：課外活動はどのようなものがあるか。 

⇒ 部活動は週２回程度実施しており、複数の部活動に所属する生徒もいる。   

昨年度は全国大会への出場実績もある。また、地域のイベントや清掃活動

などのボランティア活動にも参加している。 

 

意見４：在学中に自動車運転免許の取得は可能か。   

⇒ 原則として認めていないが、１０月末以降、就職予定者に限り自動車学

校への入校を許可している。   

 

     意見５：授業参観を通して、生徒は落ち着いており、あいさつができるなど雰囲気がよ

い。少人数授業が生かされ、教職員との距離が近く質問しやすい環境である。

タブレット端末の活用や特色ある授業により、生徒が主体的に学習に取り組ん

でいる。   

 

意見６：校則の見直しについては、数年前に議論を経て改訂した経緯がある。ＴＰＯを  

重視する考え方のもと運用しており、現在はＴＰＯを意識した行動が見られ、

よい方向に進んでいる。これらの経緯については、今後も継続して伝えてほし

い。   

 

意見７：土岐市泉町の「笑顔の集い」における本校生徒の発表は地域から高い評価を得  

ている。地域行事やボランティア活動への参加は、生徒が自己の価値を見出す

機会となっており、今後もこうした取組みを継続してほしい。 

 

 

６ 会議のまとめ 

 第１回学校運営協議会では、本校の学校経営計画を踏まえた学校運営基本方針について、全委

員から承認が得られた。また、学校概要の説明や授業参観を通して本校の現状を共有するととも

に、校則見直し後の運用が適切に行われていることが確認された。協議では、少人数での学習環

境の良さや、生徒の落ち着いた様子、地域との関わりについて評価する意見が得られた。今後も、

少人数教育のメリットを生かしながら、多様なニーズに対応した学校経営を地域と連携して推進

していく。 

 


